






同28年 3 月 1 日　第三小法廷・判決）民集70巻 3 号681頁
中京大学法科大学院 教授
奥 野 久 雄
［事実］
　A（大正 5年生まれ）と第 1審被告 Y1（大正11年生まれ）は、昭和20年に婚姻し、以後同居して










　第 1審被告ら、B及びCは、平成14年 3 月頃、A宅で顔を合わせた際など折に触れて、今後のA








D医師に意見書を作成してもらい、平成14年 7 月、Aの要介護認定の申請をした。Aは、同年 8月、
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　Aは、平成17年 8 月 3 日早朝、 1人で外出して行方不明になり、午前 5時頃、A宅から徒歩20分
程度の距離にあるコンビニエンス・ストアの店長からの連絡で発見された。



































　Aは、本件事故当日である平成19年12月 7 日の午後 4時30分頃、本件福祉施設の送迎車で帰宅し、
その後、事務所部分の椅子に腰掛け、B及び第 1審被告Y1と一緒に過ごしていた。その後、Bが自
宅玄関先でAが排尿した段ボール箱を片付けていたため、Aと第 1審被告 Y1が事務所部分に 2人
きりになっていたところ、Bが事務所部分に戻った午後 5時頃までの間に、第 1審被告 Y1がまど
ろんで目を閉じている隙に、Aは、事務所部分から 1人で外出した。Aは、a駅から列車に乗り、a
駅の北隣の駅である JRの c 駅で降り、排尿のためホーム先端のフェンス扉を開けてホーム下に下
りた。そして、同日午後 5時47分頃、c駅構内において本件事故が発生した。
　Aは、本件事故当時、認知症が進行しており、責任を弁識する能力がなかった。















































































































































































H. Okuno CHUKYO LAWYER













（2016年 4 月15日）、窪田充見「時論・最新平成28年 3 月 1 日―JR東海事件上告審判決が投げかける
わが国制度の問題」ジュリ1491号（2016年）62頁、加賀山茂「判批」旬刊速報税理35巻14号（2016
年）50頁、米村滋人「法律判断の『作法』と法律家の役割―認知症鉄道事故の最高裁判決に寄せて」















（ 7）	 名古屋地判平成23年 2 月 8 日　判時2109号93頁　奥野「判批」（CHUKYO	LAWYER16号37頁）
（ 8）	 奥野「判批」27-28頁
（ 9）	 讀賣新聞2016年 3 月 2 日（水） 3頁社説
（10）	 米村（注 3） 2頁、同じく広峰「判批」 4頁
（11） この判決は、民法714条の法定の監督義務者だけでなく、これに準ずべき者にも同条の責
任があるとし、加害の精神障害者を事実上監督する者であって、実質的にみて監督義務があ
ると考えられる者も民法714条の責任を負うものと解すべきであると説示をしたものである
（事案等は、詳細は奥野（注 7）「判批」43頁参照）。
